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管理職における男女間格差

―日本の従業員と企業のマッチングデータに基づく実証分析―
＊
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本稿では，労働政策研究・研修機構が 2012年に実施した「男女正社員のキャリアと両立支援に関
する調査」における企業調査票，管理職調査票，一般従業員調査票を活用し，企業と雇用者（管理職，

一般従業員）のマッチングデータを構築し，日本の正社員における管理職確率の男女間格差に関する

実証分析を行った．得られた主な結論は以下の通りである．第 1に，女性の管理職である確率には，
人的資本要因（経験年数，学歴，勤続年数），家族要因（子どもあり），仕事要因（労働時間，昇進意欲，

仕事に関する意識）が影響を与えることが確認され，欧米を対象とした先行研究と同様な結果が得ら

れた．また，企業属性要因（業種，組合，社員における女性の割合，正社員における管理職の割合な

ど），及び制度・政策要因（ポジティブ・アクション施策，ワーク・ライフ・バランス施策，遅い昇進

パターンなど）が女性の管理職確率に大きな影響を与えることが判明した．第 2に，管理職である確
率の男女間格差が生じた要因に関しては，要因分解の結果によると，人的資本要因における量の差の

みではなく，差別的取扱いが，原因であることが示された．

JEL Classification Codes : J71, J78, J81

1．はじめに

少子高齢化に伴い，労働力人口が減少しつつ

ある中，日本政府は女性の活躍を促進している．

80年代以降の日本の労働市場における女性就

業動向の大きな変化の 1つとして，労働市場に

進出する 20歳代後半及び 30歳代前半の女性が

多くなったことが挙げられる1）．その主な原因

は，政府が就業・育児の両立支援政策や男女雇

用平等政策の実施を促進したことにある（四

方・馬 2006，佐藤・馬 2008）．日本では，1985

年の男女雇用機会均等法制定，1992年の育児

休業法制定以来，30年以上にわたって女性の

雇用促進，女性の均等処遇を目指した政策が促

進されてきた．その間，多くの企業がポジティ

ブ・アクション施策（以下，「PA施策」）やワー

ク・ライフ・バランス施策（以下，「WLB 施

策」）を採用するようになった．OECD の統計

データによると，日本の 15-64歳女性の労働力

率は，1985年の 53.3％から 2015年には 64.6％

にまで上昇した．また，女性管理職比率は，

1985 年には 6.1％であったが，2015 年には

12.5％まで 2倍程度増加した．

しかし，現在でも家計及び企業のいずれにお

いても「女性は家庭，男性は仕事」という意識

が根深く存在する．例えば，6歳未満の子ども

を持つ男性の 1日の家事・育児時間は，アメリ

カやドイツは約 3時間である一方で，日本は約

1時間と極めて少ない．働く妻と専業主婦の家

事・育児時間の差は小さく，働く女性は

double-shiftという問題（労働時間と家事・育児

時間の狭間）に直面している（馬 2005）．また現

在の日本企業では，未だに性別役割分担の意識

に基づく「男性は基幹労働力，女性は補助労働

力」という雇用・賃金・人材育成制度が実施さ

れており，長時間労働，転勤などの勤務形態は

家事・育児の主役としての女性雇用者（特に女

性正規雇用者）にとって不利な労働条件となっ

ており，さらに女性に対する差別的取り扱いの

問題は依然として存在している．

他の先進国に比べると，日本の女性管理職2）

の割合は著しく低い．2014年の労働政策研究・

研修機構（以下，JILPT）データによると，日本

の女性管理職比率はアメリカ，イギリス，フラ
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ンス，ドイツ等 OECD諸国の中では韓国と並

んで最低レベル，シンガポールやマレーシアと

いった東南アジア諸国と比べても低いレベルに

とどまっている．

女性の労働市場における活躍を促進するため，

なぜ，日本で女性の管理職が少ないのか，とい

う問いに対する実証研究が重要な課題となって

いる．しかし，日本で企業の管理職確率に関す

る男女間格差に関する実証研究は少ない．

本稿では，JILPTが 2012年に実施した「男

女正社員のキャリアと両立支援に関する調査」

における企業調査票，管理職調査票，一般従業

員調査票を活用し，企業と雇用者（管理職，一

般従業員）のマッチングデータを構築し，正社

員グループでの中，（1）管理職である確率の男

女間格差（以下，「管理職確率の男女間格差」）が

どの程度であるか（課題 1），（2）どのような要

因が，女性が管理職である確率（以下，「管理職

確率」）に影響を与えるのか，特に制度・政策要

因の影響で男女間格差が存在するのか（課題 2），

（3）人的資本などの要因の量的な差，及びそれ

らの要因に対する評価の差がそれぞれどの程度

管理職の男女間格差に影響を与えるのか（課題

3）の 3つの課題を検討する．また，政府が推進

した PA施策，WLB施策が，女性が管理職で

ある確率に対してどのような役割を果たしてい

るのかについても検討する．

本稿の構成は以下の通りである．第 2節で，

先行研究のサーベイを行い，第 3節で実証分析

の方法を紹介する．そして第 4節でデータから

観察された管理職確率の男女間格差の状況を把

握し，実証分析の結果を議論する．最後に実証

研究から得られた結論をまとめる．

2．先行研究のサーベイと本研究の特徴

なぜ，男女間で管理職確率が異なるのだろう

か．労働市場における男女間の格差に関する家

計内生産モデル（Becker 1985），雇用主差別仮

説（Becker 1957），統計的差別理論（Arrow

1972；Phelps 1972），二重労働市場仮説（Dual

labor markets, Piore 1970）3）によると，管理職

における男女間格差は，両グループ間の人的資

本，家事育児のような家庭要因の格差，企業内

部の諸制度の差異，及び女性に対する差別的取

り扱いなどの要因により生ずる可能性があると

考えられる．果たして，どのような要因が女性

の管理職確率，及び管理職確率の男女間格差に

影響を与えるのか．以下では，これらの理論・

仮説に基づく実証分析の結果を検討する．

管理職確率の男女間格差及びその決定要因4）

に関して，まず，欧米の労働者を対象とする実

証研究では，Ginther and Hayes（1999）が挙げ

られる．Ginther and Hayes（1999）は，アメリ

カで人文科学の博士号を取得した者の准教授・

教授の職位の男女間格差に関して，1977-1993

年の博士号取得者に関する調査（Survey of Doc-

torate Recipients : SDR）を用い，他の要因（労

働生産性，個人属性，業績）をコントロールし

てもなお上位職位における男女間格差が依然と

して存在することを明らかにしている．Ginth-

er and Hayes（2003）は，1977 年〜1995 年の

SDR を用いた実証分析の結果，Ginther and

Hayes（1999）と同様な結論を出すと同時に，近

年になるほど上位職位における男女間格差が小

さくなる事実を発見している．カナダでは，管

理職における男女間格差について，Chenevent

and Tremblay（2002）が，3 業種（紙製造業，食

品業，公共部門）における 41企業・部門の男女

管理職に関するアンケート調査の個票データを

活用し，賃金，管理職への昇進レベル，昇進回

数，昇進スピードにおける男女間格差に関する

実証分析を行った．その結果，昇進レベルでは

男女間格差が存在する一方で，昇進回数及び昇

進スピードの男女間格差は小さいことを指摘し

ている．管理職確率の男女間格差が生じた原因

を①人的資本要因，②家族要因，③社会経済的

要因，④仕事意欲要因，⑤業種などの職場要因

の 5つに分けて検証した結果，要因④及び要因

⑤が大きな影響を及ぼしていることを確認した

が，要因①，②，③は確認されなかったと報告

している．Cohen et al.（2007）は，高校教諭の上

位職位の割合において男女間格差が生じた原因

について，①人的資本要因，②家族要因，③仕

事要因，④WLBの影響を検証し，③と④の影
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響が確認されたことを明らかにしている．

Metz and Tharenou（2001）は，人的資本と社会

制度が女性の管理職昇進に与える影響に関して，

オーストラリアの金融業で勤務する女性を対象

として分析し，社会制度と人的資本の両方が低

レベル及び高レベルの昇進のいずれにも影響を

与えているが，その影響は高レベルの昇進で大

きいことを指摘している．

日本に関する実証研究では，脇坂（2014a,

2014b）が，JILPTが 2012年に実施した「男女

正社員のキャリアと両立支援に関する調査」の

企業調査の個票データを用いた分析を行ってい

る．企業における女性課長以上の管理職割合を

被説明変数として分析した結果，WLBスコア

が正の値となっており，またWLB施策の種類

ごとに制度要因の影響が異なることを指摘して

いる．鈴木（2014）も，脇坂（2014a, 2014b）と同

じ調査データを用いた分析を実施した．PA政

策の取り組み及び女性正社員の活躍のための施

策が企業の女性役職者比率（課長以上の管理職，

係長以上の管理職）に与える影響に関して，「実

施している」，「実施していない」の 2つのグル

ープに分けて集計し，t検定をした結果，従業

員 100〜299 人規模の企業で「PA 方針の明確

化」，「女性の能力発揮のための計画の策定」，

「女性の採用比率の向上のための措置」，「特定

職務への女性の配置比率の向上のための措置」

の実施が女性役職者比率にプラスの影響を与え

ており，また 300人以上の企業で「女性の役職

者への登用を促進するための措置」の実施が女

性の役職者比率にプラスの影響を与えているこ

とを示している．

Kato, Kawaguchi and Owan（2013）は日本の

ある製造業企業から提供された企業内人事デー

タを用いて実証分析を行い，女性の場合，労働

時間と昇進確率の間には強い相関関係が見られ

るが，男性では極めて弱く，長時間労働が昇進

の条件とはならないことを示唆している．

Kato and Kodama（2015）は企業パネルデータを

用い，企業属性要因の影響をコントロールした

上で，WLB施策の中でも，保育施設・保育手

当は，導入後，時間が経つにつれて，女性部長，

女性管理職，女性従業者数を増やすが，育児を

理由とする短時間勤務制度の導入はどちらかと

いうと，女性参画に負の影響があることを指摘

している．Kato and Kodama（forthcoming）は，

実際に顔を合わせる時間を短くするような

WLB施策は，管理職等の高いレベルの女性を

減らす効果があると述べている．

Brinton and Mun（2015）は，育児休業制度と

女性就業について，日本企業にヒアリング調査

を行った結果，日本の職場における理想の社員

像が 24時間会社の為に働ける男性であり，子

供のいる女性従業員についても同様の働き方が

想定されていることが，女性の働く意欲を減退

させ，出産後の離職確率を高めていると指摘し

ている．

日本でも女性管理職の決定要因に関する実証

研究が増えてきたが，先行研究にはいくつかの

課題が残されている．それに対して，本稿は以

下のような特徴を持っている．

第 1に，個人レベルの各要因（例えば，学歴，

勤続年数，家族構成など）が女性の働き方に大

きな影響を与えると考えられるにもかかわらず

（四方・馬 2006；佐藤・馬 2008），脇坂（2014a,

2014b），鈴木（2014）のいずれも，企業調査の

個票データを用いた分析であり，個人レベルの

要因をコントロールしていない．それに対して，

本稿では，JILPTが 2012年に実施した「男女

正社員のキャリアと両立支援に関する調査」に

おける企業調査，管理職調査，一般従業員調査

を活用し，企業個票と労働者（管理職及び一般

従業員）個票のマッチングデータを構築し，個

人レベル及び企業レベルの両方の影響を明らか

にする．

第 2に，先行研究では，女性管理職の決定要

因に関する分析は行われているが，管理職確率

の男女間格差に関する実証研究は行われていな

い．そこで本稿では，先行研究で取り上げてい

ない管理職確率の男女間格差に着目する．

第 3に，本稿では欧米の労働者を対象とした

Chenevent and Tremblay（2002）及び Cohen et

al.（2007）を参照し，また日本で企業内部の制

度・政策の実施状況を考慮した上で，調査デー
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タを活用し，主に，①人的資本要因，②家族要

因，③仕事要因，④企業要因，⑤遅い昇進型等

雇用制度や PA政策・WLB施策などの制度・

政策要因の 5つの要因群に分けて各要因の影響

を分析する5）．各要因に関する分析結果を用い

ることで，欧米の先行研究と比較することが可

能となる．また，日本企業における雇用慣行及

び政府の施策（PA 政策・WLB 施策など）に関

する分析結果は，この課題に関する実証研究上

の新たな知見と位置づけられる．

3．分析方法

3. 1 推定モデル

本稿では管理職確率に関するプロビット分析

を行い，次に，Fairlie（1999, 2005）に基づいて，

管理職確率に関するロジット分析の結果を用い

て要因分解を行う．

まず，課長以上の管理職確率の男女間格差が

どの程度であるか（課題 1）を解明するためのプ

ロビット・モデルの推定式を（1. 1）式，（1. 2）式，

（1. 3）式で示す．

（1. 1）式，（1. 2）式，（1. 3）式で，添字 iは労

働者個人，jは企業，aは定数項，εは誤差項，

Femaleは女性ダミー，Xはそれ以外の要因，

βはそれぞれの推定係数を示す．（1. 1）式の y


は企業 jに勤める従業員 iが管理職である確率

に関する観測不可能な潜在変数（latent varia-

ble）で，実際に観測されるのは（1. 2）式で示す

状況である．被説明変数が 0あるいは 1の二値

変数を取ると，その確率累積分布関数は（1. 3）

式で示すことができる．

y
 = a+β Female+βX+ε （1. 1）

y
 = 

1 if y
 > 0

0 if y
 ≤ 0

（1. 2）

P (y
 = 1)

= P (ε = 1−a−β Female−βX)

（1. 3）

全体サンプル（男女計）を用いた分析結果で，

女性ダミーの推定値が負の値となることは，他

の要因が同じでも，管理職である確率は女性の

方が低く，つまり管理職であるかどうかについ

て男女間格差が存在することを意味する．

次にどのような要因が，女性の管理職確率に

影響を与えるのか，また管理職確率の決定要因，

特に制度・政策要因の影響で男女差が存在する

か（課題 2）という問題を解明するため，（2. 1）

式，（2. 2）式，（2. 3）式で示されるプロビット・

モデルの推定を行う．

Y 
 = b+γH+γH+γH

+γH+γH+γD+u （2. 1）

Y = 
1 if Y 

 > 0

0 if Y 
 ≤ 0

（2. 2）

P (Y 
 = 1)

= P (u = 1−b−γH−γH

−γH−γH−γH−γD)

（2. 3）

（2. 1）式，（2. 2）式，（2. 3）式で，添字 i及び j

は（1. 1）〜（1. 3）式と同じ，bは定数項，uは誤

差項，H〜Hは，それぞれ H：人的資本要因，

H：家族要因，H：仕事要因，H：企業要因，

H：制度・政策要因，Dはこれら以外の要因，

γは各要因の推定係数を示す．本稿では，全体

（男女計）のサンプルを使い，γ〜γを用いて

5つの要因の影響を検討する．また，男性グル

ープと女性グループに分けてそれぞれ分析を行

い，各要因が管理職確率に及ぼす影響の男女差

も検討する．さらに，制度・政策の影響におけ

る男女間の差異を考察するため，制度・政策要

因と女性ダミーの交差項を用い，他の要因が一

定であることを仮定したうえで，制度・政策の

影響における男女間の差異を考察する．

前述した労働市場における男女間格差に関す

る諸理論・仮説によると，管理職確率の男女間

格差が生じる要因には，人的資本などの属性格

差及びこれらの要因に対する企業の評価の違い

（例えば，管理職になる要件の 1つとしての勤

続年数に対する評価における男女間の格差な

ど）に起因する格差の 2種類がある．本稿では，

Oaxaca-Blinder 要 因 分 解 法（Oaxaca, 1973 ;

Blinder, 1973）に基づく Fairlie要因分解法を利

用し，これらの要因がそれぞれどの程度管理職

確率の男女間格差に寄与するのかを検討する．

要因分解では，前者を属性格差（explained dif-

ferentials），後者を評価格差（unexplained dif-
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ferentials, discrimination）と呼ぶ．被説明変数

が連続変数であることが，Oaxaca-Blinder 要

因分解の前提条件であるが，本稿の被説明変数

は，1あるいは 0のような二値変数である．そ

こで Fairlie（1999, 2005）に基づいて，ロジッ

ト・モデルを利用し，Oaxaca-Blinder 要因分

解を適用する．具体的な推定式は以下の通りで

ある．

まず，Oaxaca-Blinder 分解式は（3. 1）式，（3.

2）式である．

Y−Y  = β (X−X  )+( β−β  )X 

（3. 1）

Y−Y  = β  (X−X  )+( β−β  )X

（3. 2）

（3. 1）式，（3. 2）式で，添字mと f は男性と

女性，Yと Y  は男性と女性に関連する連続

変数（たとえば，賃金）の平均値である．被説明

変数は連続変数（線形モデル）である場合，（3.

1）式あるいは（3. 2）式によると，分解を行うこ

とは可能である．ただし，今回のように離散変

数の場合，被説明変数としての管理職確率

F ( βX ) は（3. 3）式で示されるように非線形分

布（ここではロジスティック分布）に従うと仮定

している．

F ( βX ) = P (Y = 1 X ) = e (1+e )

0 < Y (X ) < 1 （3. 3）

この Fairlie要因分解法によると，管理職確

率の男女間格差は，（3. 4）式のように要因分解

できる．

Y−Y  =  ∑




F ( βX

 )

N −∑
 



F ( βX

 )

N  
+  ∑

 



F ( βX

 )

N  −∑
 



F ( β  X

 )

N   （3. 4）

（3. 4）式では，添字mと f は男性と女性，左

辺の Y, Y  は男性と女性の管理職確率の平均

値である．分析では，Yとして，男性の管理

職割合（男性管理職者数男性正社員数），Y 

として，女性の管理職割合（女性管理職者数女

性正社員数）を用いる．右辺の F ( βX ) は（3. 3）

式に示されるようなロジスティック累積分布関

数，N, N  は男性と女性のサンプル・サイズ，

Xは管理職である確率に影響を与える各要因

（個人レベル要因，企業レベル要因など），βは

各要因の推定係数をそれぞれ示す．

要因分解結果の意味については，（3. 4）式の

右辺の第 1項は属性要因，第 2項は評価要因を

それぞれ示す．評価要因には企業の管理職確率

に影響を及ぼす諸要件に対する評価（β）の男女

間差異の他に，計測できない男女間の差異など

の影響が含まれるため，評価要因の推定値が高

いほど，企業では管理職確率の男女間の差別的

取扱いが存在する可能性が高いと推測できる．

また，属性格差と評価格差における各要因（例

えば，学歴，勤続年数など）の推定値の大きさ

を比較し，どの要因が管理職確率の男女間格差

に与える影響が大きいのかを考察できる．

3. 2 データの説明と変数の設定

本稿では，JILPT の「男女正社員のキャリ

アと両立支援に関する調査」の企業調査票・管

理職調査票・一般従業員調査票の 3つのデータ

ソースから，企業と正社員（管理職・一般従業

員）のマッチング・データセットを構築した．

調査は 2012年 10月に，調査会社（株式会社イ

ンテージリサーチ）から企業の人事・労務担当

者宛の郵送調査である．

JILPT 調査を活用する主なメリットは，以

下の 2点が挙げられる．第 1に，本調査は日本

の全都道府県をカバーした詳細なものであり，

特に女性管理職のサンプル・サイズが十分に大

きいため，管理職確率の男女間格差に関する実

証分析を行うのに適している．分析に耐えうる

サンプル・サイズを確保するため，この調査で

は女性管理職を多めに抽出した6）ため，女性管

理職の割合が高くなっている．本稿では，まず

管理職確率の男女間格差の決定要因を分析する

ため，男女別分析を行う．また，分析する際に，

企業調査票の情報から，企業における管理職割

合，管理職における女性の割合の実際値に基づ

いてウェイトを算出し，ウェイト付きの分析を

行っている7）．第 2に，企業調査と労働者調査

が同時に行われたため，両者のマッチングデー

タセットを構築したことにより，個人要因，企

業要因を考慮した分析が可能である．
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管理職であるか否かを表す被説明変数は，課

長以上の役職者である場合を 1，それ以外を 0

とする二値変数を設定した．

説明変数に関しては，先行研究を参照し，ま

た日本企業における制度の実施状況を考慮し，

①人的資本要因，②家族要因，③仕事要因，④

企業要因，⑤政策制度要因，⑥その他の要因に

分けてそれぞれの変数8）を設定した．各変数の

記述統計量を表 1にまとめている．

具体的に，要因分析に用いた変数は，第 1に

人的資本要因の代理指標として，①学歴，②勤

続年数（現在勤める企業での就業年数），勤続年

数の 2乗，③経験年数，経験年数の 2乗を用い

た．経験年数と勤続年数の両方が含まれている

ので，一般的な人的資本と企業特殊人的資本の

効果を区別して考察することができる．第 2に，

家族要因として，①有配偶者ダミー，②子ども

の数，③介護ダミーを家族要因とした．

第 3に，仕事要因として，①労働時間，②仕

事に対する感想の変数9）を，仕事に対する意

欲・働きぶりの代理指標とした．一部には不本

意な長時間労働者が存在するであろうが，一般

的には仕事意欲が高いほど労働時間が長いと考

えられる．また，長時間労働は労働者の勤務態

度に関するプラスの評価指標の一つである可能

性があり，管理職になる可能性を高めるとも推

測できる．Chenevent and Tremblay（2002）は，

仕事意欲が高いほど，管理職になる確率が高い

ことを指摘している．我々は，これらの変数の

推定係数が正の値となることを予想している．

第 4に，企業要因の代理指標としては，以下

のような変数を設定した．①業種ダミー（建設

業，製造業，情報通信・運輸業，卸売業，小売

業，サービス，その他の 7種類），②企業規模

ダミー（300人企業，100〜299人企業），③労働

組合ダミー（労働組合がある場合=1），④外資

系企業ダミー（企業の担当者が「外資系である」

と回答した場合=1），⑤一人当たり売上高，⑥

非正規社員の割合，⑦正社員における女性の割

合，⑧正社員に対する管理職の割合，⑨勤続年

数の男女差（女性正社員の平均勤続年数男性正

規社員の平均勤続年数），⑩事業展開ダミー（近

いエリア，広いエリア，海外展開の 3種類），

⑪利潤率，⑫同業種・同規模の他社との生産性

の比較10），⑬中途採用率の諸変数を設定した．

第 5に，制度・政策要因の代理指標としては，

①年功賃金制度ダミー，②コース人事制度ダミ

ー，③人事ローテーション制度ダミー，④ PA

施策とWLB施策の組み合わせのダミー11），⑤

働きやすい環境ダミー12），⑥最初の役職までの

平均年数，⑦管理職までの平均年数の諸変数を

設定した．

第 6に，地域間の差異をコントロールするた

め，9つの地域ブロックのダミー変数（北海道，

東北，南関東，北関東・甲信，北陸，東海，近

畿，中国・四国，九州・沖縄）を設定した．

変数間の多重共線性が存在する可能性を考慮

して，回帰分析の後に Variance Inflation Fac-

torを計算し，10以上なら多重共線性が存在す

る可能性があるという基準を用いたが，上記の

各変数には多重共線性がないと判断されたため，

すべてを分析で用いた．

4．分析結果

4. 1 管理職確率の男女間格差は，どの程度か

管理職確率の男女間格差に関しては，まず，

全体（男女計）のサンプルを用いて分析を行った．

分析結果を表 2にまとめている．ここで注目す

べきは，女性ダミーである．推計値が負で統計

的に有意ならば，女性が管理職である確率は男

性より低いことを意味する．推定 1，推定 2の

分析結果のいずれも，他の要因が一定である場

合，管理職確率の男女間格差が存在することを

示している．その男女間格差は推定 1が 18.3％，

推定 2 が 20.6％となっている．企業レベル要

因だけをコントロールした時に比べ，個人レベ

ル要因もコントロールすると管理職確率の男女

間格差はより大きくなる．以下では，主に推定

2の分析結果について 5つの要因の影響を説明

する．

なぜ，管理職における男女間の格差が生じた

のか．第 2節で述べたように，①人的資本，家

族構成，企業属性などの各要因の量の差異，②

それらの要因に対する企業の評価の差異，及び
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③観測できない要因の影響がその理由として考

えられる．表 2 の推定 1 の結果では既に前者

（①）（をコントロールしているので，残った格

差は後者（②，③）によって生じたと考えられる．

各要因に対する評価の差異（②）には企業におけ

る制度の差異（女性の管理職昇進に対する差別

的取り扱いなど）が含まれている．例えば，企

業内部労働市場における女性に対する無意識の

偏見（unconscious bias）や暗黙的規則（例えば，

男性が基幹職，女性が補助職のような職務配

置）などが考えられる．このような要因が存在

するとすれば，女性活躍の諸制度の導入だけで

はその効果は限定的となるであろう．

4. 2 どのような要因が管理職であることに影

響を与えるのか

どのような要因が管理職であることに影響を

与えるのか．以下では，主に表 2の推定 2の分

析結果について 5つの要因の影響を説明する．

第 1に，人的資本要因については，経験年数

が長く，勤続年数が長いほど管理職確率が高い

が，一定の年数を超えると，その確率は低くな

る．また低学歴グループに比べ，高学歴（大卒

以上）グループの管理職確率が高いので，人的

資本要因の影響が確認された．

第 2に，家族要因については，子どもの有無

と婚姻状況が管理職確率に与える影響は統計的

に有意ではない．今回の分析対象は全体（男女

計）サンプルで，家族要因が男性と女性に与え

る影響が異なるために，これらの効果が相殺し

た結果（例えば，子ども・既婚要因は男性の場

合はプラスに働くが，女性ではマイナスに働く

こと），家族要因の影響は顕著ではない結果が

得られたと考えられる．

第 3に，仕事要因については，（1）労働時間

が長いほど管理職確率が高い．労働時間が 1時

間長くなると，その確率は 0.6％ポイント高く

なる．（2）昇進意欲が高いほど管理職確率が高

い．（3）仕事に対してポジティブの意識を持つ

グループ（「仕事を通じて自分が成長していると

感じる」，「職場で必要とされていると思う」，

「自分の仕事は会社や部門の業績に貢献してい

る」と回答したグループ）で管理職確率が高い．

仕事要因は管理職確率に影響を与えることが示

された．

第 4に，企業要因に関しては，組合がない企

業に勤める正社員グループより，組合がある企

業に勤めるグループで管理職確率が 13.3％ポ

イント低い．組合がある企業の大多数は日本型

経営を行う企業であり，長期雇用制度が実施さ

れる一方で，遅い昇進制度も実施する可能性が

高いと考えられる．そのため，年齢や勤続年数

をコントロールすると，組合ありの企業に勤め

るグループで管理職確率が低い結果が得られた．

第 5に，制度・政策要因については，（1）昇

進制度の影響に関しては，課長相当職への昇進

で重視する項目において，「能力（能力評価を考

慮）」と回答する企業に勤めるグループで，管

理職確率が 7.2％ポイント低い．（2）「育児休

業が取りやすい環境」，「短時間勤務がとりやす

い環境」に勤めるグループで管理職確率がそれ

ぞれ 3.9％，4.2％ポイント高い．一方，男女計

のこの分析では，年功賃金制度，コース雇用管

理制度，ローテーション制度，PA 及び WLB

の施策の影響は統計的に有意ではない．その理

由は性別によってこれらの制度・政策の影響が

異なることにあろう．

5つの要因が，女性の管理職確率にどの程度

影響を与えるのか，また各要因の影響には男女

の違いが存在するのか，という問題を検討する

ため，女性グループと男性グループに分けてそ

れぞれの分析を行った．これらの分析結果は表

3にまとめられている．以下では，主に男性の

ケースとの対比において，女性の管理職確率に

影響を及ぼす要因について説明する．

第 1に，人的資本要因については，男女とも，

経験年数が長く，勤続年数が長いほど管理職で

ある確率が高い．ただし，限界効果の推定値の

いずれも女性が男性より小さい．また男女とも，

大卒者グループに比べ，非大卒者グループの管

理職確率が低いが，学歴がその確率に与える影

響は男性の方がより小さい．

第 2に，家族要因については，子どもを持っ

ていないグループに比べ，子どもを持つグルー
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プの管理職確率は女性では 1.1％ポイント低い

が，男性が 8.1％ポイント高い．つまり，子ど

もを持つことは男性にとって管理職になる有利

な条件だが，女性にとってはペナルティである

ことが示された．

第 3に，仕事要因については，（1）男女とも，

労働時間が長いほど管理職確率が高い．労働時

間が 1時間長くなると，その確率は 0.2％ポイ

ント（女性），0.7％ポイント（男性）高くなる．

（2）女性で昇進意欲が高いほどその確率が高い．

一方，昇進意欲は男性の管理職確率に有意な影

響を与えていない．（3）男女とも，仕事に対し

てポジティブな意識を持つグループで管理職確

率が高い．一方，現状に満足しているグループ

でその確率が 1.1％（女性），6.1％（男性）ポイ

ント低い．（4）仕事意欲及び仕事に対する意識

に関する推定値は男性グループで統計的に有意

ではないが，女性グループで有意となっている．

一方，仕事要因の推定値は男性グループで統計

的に有意であるが，女性グループで有意ではな

い．仕事意欲及び仕事に対する意識が女性の管

理職確率に大きな影響を与え，また，仕事要因

は男性の管理職確率に大きな影響を与えること

が示された．

第 4に，企業要因に関しては，（1）女性の場

合，製造業に比べ，情報通信・運輸業に勤める

グループで管理職確率が 2.4％ポイント高いが，

建設業に勤めるグループでは 2.0％ポイント低

い．一方，男性では業種間の差は小さい．（2）

男女とも，統計的な有意水準が 10％であるが，

一人当たり売上高が高い企業に勤めるグループ

でその確率がやや低い傾向にある（女性 1.0％

ポイント，男性 4.4％ポイント）13）．（3）正社員

に占める女性割合が 1％高いと，女性の管理職

確率が 7.9％ポイント高い．また，正社員に占

める管理職割合が 1％高いと，女性の管理職確

率が 5.1％ポイント高くなる．一方，これらの

要因が男性に与える影響は統計的に有意ではな

い．

第 5に，制度・政策要因については，（1）昇

進制度の影響に関しては，課長相当職への昇進

で重視する項目において，「勤務態度」と回答

した企業に勤めるグループで女性が管理職であ

る確率が 1.4％ポイント高い．一方で，（2）コ

ース雇用管理制度が実施されている企業に勤め

る男性で管理職確率が高い傾向にあるが，これ

らの要因が女性に与える影響は統計的に確認さ

れなかった．

（3）PA 及び WLB の施策が積極的に実施さ

れている企業に勤めるグループに比べ，「PA

中間・WLB 積極型」，「PA 消極・WLB 積極

型」，「PA 消極・WLB 中間型」，「PA 消極・

WLB消極型」の各グループで女性が管理職確

率が低い．また，「PA消極・WLB消極型」グ

ループでは，男性の管理職確率も低い．PA及

びWLBの施策の両方を積極的に実施すること

は，女性の管理職確率を高める効果を持つこと

が示された．

（4）男女とも，「育児休業が取りやすい環境」

に勤めるグループで管理職確率が高い．勤続年

数が管理職昇進の 1つの要件である場合，育児

休業制度が取りやすい企業に勤める女性正社員

は，この制度の利用によって，継続就業ができ

る可能性が高くなり，管理職への昇進にプラス

に働くと考えられる．したがって育児休業制度

の推進は，女性職業キャリアの継続及びその後

のキャリアアップの両方に大きな影響を与える

ことがうかがえる．（5）管理職までの平均年数

が 1 年間長くなると，管理職確率は女性が

0.2％ポイント，男性が 1.2％ポイント低くな

る．

以上のように，企業における雇用慣行及び政

策は女性の管理職確率に影響を与えることが明

確となった．ここで留意すべきことは，男性に

比べ，女性は管理職になる前に離職する可能性

が高く，つまり調査サンプルに残っている女性

正社員はもともとキャリア意識が強く，管理職

に昇進する可能性が相対的に高いグループであ

るため，遅い昇進制度が女性全体に与える影響

が，全て分析結果に反映されていないという問

題が残されている14）．今回利用したデータは，

就業していない女性をサンプルに含まないため，

このようなサンプル・セレクション・バイアス

の問題に関する分析は，今後の課題としたい．
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表 4では，女性の管理職確率の決定要因の分

析に関して，本稿の結果と先行研究を比較する．

企業要因，制度要因に関しては，本稿の分析結

果は日本を対象とした脇坂（2014a, 2014b），鈴

木（2014），Kato and Kodama（2015），及び欧米

を対象とした Chenevent and Tremblay（2002），

Cohen et al.（2007），Metz and Tharenou（2001）

と整合的であり，つまり，企業要因，制度・政

策要因は女性の管理職確率の決定要因であるこ

とが再確認された．また，仕事要因の影響に関

する分析結果は，Chenevent and Tremblay

（2002）の発見に一致している．ただし，Che-

nevent and Tremblay（2002）及び Cohen et al.

（2007）は人的資本要因，家族要因が女性の管理

職昇進に与える影響は統計的に有意な形では確

認されなかったと結論づけているが，本稿の分

析結果によると，人的資本要因及び家族要因が

日本の女性の管理職確率に大きな影響を与えて

いる．その違いの主な理由は，欧米企業に比べ

日本企業では，内部労働市場の影響が大きく，

管理職の昇進要件，人事評価の基準は明確にな

っていないだけでなく，長時間労働が高く評価

されるなど，男女の性別役割分業が暗黙の前提

となっていることがあると考えられる．そのこ

とが，同じ職域においても仕事の割り振りなど

における男女差につながり，結果として学歴，

勤続年数などの人的資本要因に対する評価の男

女差をもたらすと考えられる（大槻，2015）．つ

まり，欧米に比べ，日本では社会的規範，企業

内部の暗黙のルールにおいて，性別役割分業に

基づく女性に対する無意識の偏見が存在し，そ

れが結婚・育児に対するペナルティを欧米の女

性に比べて大きくしていると推察される．

さらに，性別によって制度・政策要因の影響

の違いを検討するため，各制度・政策と女性の

ダミー変数を用いてプロビット分析を行っ

た．表 5で分析結果をまとめている．ここでは，

女性ダミーと制度・政策要因の交差項の分析結

果を検討する．推定結果が正の値で，しかもそ

の推定値は統計的に有意であれば，これらの制

度が管理職確率に与える影響は女性で男性より

高く，つまり女性の管理職確率を高める効果を

持つことを意味する．（1）課長相当職への昇進

で重視する事項に関しては，「勤務態度」を重

視すると回答した企業に勤めることが管理職確

率に与える影響は女性の方が 8.1％ポイント高
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い．

一方，（2）コース別雇用管理制度が実施され

ることは女性の管理職確率にマイナスの影響を

与えている．コース別雇用管理制度は女性の多

様な職業キャリアを考慮して導入した制度であ

り，労働者（あるいは企業）は総合職か一般職に

なるかを決めることができる．今回の分析結果

によると，コース別雇用管理制度がある企業で

管理職比率は低くなっており，この制度は女性

にとって働き方の選択肢を増やし，働き続ける

女性を増やすが，必ずしも管理職を目指す女性

の絶対数を増やすわけではないことを示唆して

いる．（3）PA と WLB 施策の両方を積極的に

推進する企業に勤めるグループに比べ，そうで

はない企業（例えば，両制度のいずれも消極的

に実施する企業，あるいは一つの政策のみを実

施する企業）に勤めるグループで女性の管理職

確率は低く，PAとWLB政策を同時に積極的

に推進することは，女性の管理職確率を高める

効果を持つことが明らかになった．
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以上の議論より，人的資本要因，家族要因，

仕事要因，企業要因，制度・政策要因が管理職

確率に影響を与えており，これらの要因の影響

は性別によって異なり，また仮に他の要因が一

定であれば，企業内部の昇進制度，PA政策と

WLB政策が女性の管理職確率を高める効果を

持つことが明らかになった．

4. 3 どのような要因が管理職確率の男女間格

差に影響を与えるのか

どのような要因が管理職確率の男女間格差に

影響を与えるのか．以下では，表 6にまとめら

れた Fairlie要因分解の結果を用いてこの問題

を解明する．

まず，全体としては属性格差による影響が

49.3％，評価格差の影響が 50.7％となっており，

各要因の量の差異と各要因に対する評価の差異

が，ほぼ同じウェイトで管理職における男女間

格差に影響を与えることが示された．また，属

性格差の内訳は個人レベル要因が 51.2％，企業

レベル要因が−1.8％となっており，評価格差

の内訳は個人レベル要因が−25.5％，企業レベ
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ル要因が 19.4％，観測できない要因が 57.3％

となっている．

次に，各要因のそれぞれの影響に関しては，

属性格差で経験年数（21.4％），学歴（6.9％）及び

勤続年数（6.5％）の計測値が大きく，属性格差

が管理職確率の男女間格差に大きな影響を与え

ることが示された．また，評価格差で PA 施

策・WLB 施 策 の 状 況（43.0％），経 験 年 数

（27.7％）及び勤続年数の男女格差（10.5％）の計

測値が大きく，これらの要因も管理職における

男女間の格差に影響を与える．

5．結論と政策的インプリケーション

本稿では，JILPTが 2012年に実施した「男

女正社員のキャリアと両立支援に関する調査」

における企業調査票，管理職調査票，一般従業

員調査票を活用し，企業と雇用者（管理職，一

般従業員）のマッチングデータを構築し，管理

職（課長以上）である確率の男女間格差及びその

決定要因に関する実証分析を行った．

主な結論は以下の通りである．第 1に，他の

要因が一定ならば，管理職確率の男女間格差が

存在し，その格差は 18.3〜20.5％となっている．

第 2に，女性管理職確率の決定要因に関する検

証の結果，仕事要因，企業要因，制度・政策要

因の影響が確認され，欧米を対象とした先行研

究に類似した結果が得られた．また欧米の先行

研究では，人的資本要因，家族要因の影響は確

認されなかったが，日本では，この 2つの要因

の影響が大きい．第 3に，人的資本要因の量の

差および差別的取扱いの両方は，管理職確率の

男女間格差が生じた原因となっている．それら

の寄与度はそれぞれ 5割程度である．

上記の分析結果は，以下のような政策的含意

を持つと考えられる．

第 1に，管理職確率の男女間格差が生じた 1

つの要因として，評価格差（差別的取り扱い）の

影響（その寄与度は 50.7％）が挙げられる．企業

では女性の管理職に対する無意識の偏見が存在

することがうかがえる．この分析結果が意味す

るのは，女性就業を促進する諸制度（例えば，

コース別雇用制度，PA制度，WLB政策）の導

入だけではその効果は限定的であり，諸制度を

使いこなす管理職のスキルや管理職の持つ無意

識の偏見に気づくための意識改革研修などが同

時に行われる必要があろう．

第 2に，管理職確率の男女間格差が生じた要

因に関しては，属性格差の影響（その寄与度は

49.3％）も存在することが示された．属性格差

のうち，人的資本要因（学歴，勤続年数，経験

年数）の影響が大きいことがわかった．その理

由に関しては，以下のことが考えられる．大

沢・馬（2015）が，日本女子大学現代女性キャリ

ア研究所が 2011年に実施した調査の個票デー

タを用いた分析結果によると，卒業時のキャリ

ア意識が高い高学歴の女性ほど転職回数が多く，

離職確率が高かった．企業が，女性が結婚や出

産後離職することを予想して初期のキャリア形

成において男女差を設けることが，逆に潜在能

力の高い女性の離職を招き，勤続年数の男女差

をもたらしているのではないか．その結果，日

本の企業では，女性管理職となる人材供給のパ

イプが先細りになっている．したがって，女性

の継続就業を促進することにより，初期の職業

キャリア形成における男女の差異をなくすこと

が女性の管理職確率を上げることにつながると

考えられる．

第 3に，PA施策とWLB施策の影響に関し

ては，PAとWLB政策を同時に積極的に推進

することは，女性の管理職確率を高めることが

確認された．管理職昇進における男女間格差を

是正するため，両政策を積極的に推進すべきで

あろう．

本研究の残された課題としては，90年代以

降急速に増加した非正規雇用者が与えた影響を

考慮する必要がある．Mun（2016）は 1997年の

男女雇用均等法強化によって，コース別雇用制

度をなくすとともに，従来の一般職の仕事を非

正規雇用者に代替した企業があることを指摘し

ている．多くの女性正規雇用者が総合職も含め

て非正規雇用者によって代替された結果，管理

職における男女間の格差が拡大している可能性

も考えられるが，これは今後の研究課題とした

い．
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1） 厚生労働省雇用均等・児童家庭局『平成 22年

版 働く女性の実情』（第 1章，3〜4頁）によると，年

齢階級別の労働力率について，「30〜34歳」で労働力

率は 2010年が 10年前（2000年）と比べると最も上昇

（10.7％ポイント上昇）しているが，これを配偶関係別

にみると，未婚者の「30〜34 歳」の労働力率の上昇

幅は 0.7％ポイントであるが，既婚女性は 10.3％ポイ

ントと上昇幅が大きくなっている．また，「25〜29

歳」の既婚女性の労働力率も 10年前に比べ 9.2％ポ

イントの上昇となっており，上昇幅が大きいことがわ

かる．

2） 国によって管理職の定義が異なるが，本文では

日本の管理職は企業で課長以上の職位に就く従業員を

指す．

3） 諸理論・仮説の詳細な説明に関しては，一橋大

学経済研究所 DP馬・乾・児玉（2017）「管理職におけ

る男女間格差―日本の従業員と企業のマッチングデ

ータに基づく実証分析―」を参照されたい．

4） 本稿では，管理職確率の男女間格差に焦点を当

てている．それに関連する，管理職の昇進意欲におけ

る男女間の格差に関する実証研究に関しては，川口

（2012），安田（2012）などが挙げられる．また，賃金

労働雇用における女性に対する差別的取り扱いの問題

に関する実証分析については，児玉・小滝・高橋

（2005），馬（2007a, b，2009）などが挙げられる．これ

らの課題に関する詳細な文献サーベイに関しては，一

橋大学経済研究所 DP馬・乾・児玉（2017）「管理職に

おける男女間格差―日本の従業員と企業のマッチング

データに基づく実証分析―」を参照されたい．

5） 本稿の考え方に類似し，本間（2010）は社会心理

学の視点から，①個人要因（キャリア意識，WLB，継

続性と選択肢のリーダーシップ経験），②組織要因（企

業文化，制度と運用，組織構造，評価基準），③社会

要因（社会的規範，社会意識，カテゴリー化）がジェン

ダーギャップに影響を与えるモデルを提唱している．

6） 調査対象は，企業調査が全国の従業員 300人以

上の企業 6,000社と従業員 100〜299人の企業 6000社

の計 12,000社を対象とした．企業のサンプリングに

関しては，業種別に層化無作為抽出を行った．ただし，

日本業種大分類における「農林漁業」，「複合サービス

事業」，「公務」を除いた．従業員調査は，企業調査の

対象企業に，そこで働く課長相当職以上の管理職

48,000人（調査対象企業を通じて，従業員数 300人以

上の企業が 5名，従業員数 100〜299人の企業は 3名

に配布）及び一般従業員（25〜54歳のホワイトカラー

職で，主任・係長まで）96,000人（調査対象企業を通じ

て，従業員数 300人以上の企業は男性 5名，女性 5名，

従業員数 100〜299人の企業は男性 3名，女性 3名に

配布）を対象とした．有効回答数は，企業調査が 1970

社（300 人以上の企業 1036 社，100〜299 人企業 934

社），課長相当職以上の管理職調査が 5,580人（300人

以上の企業 3,468 人，100〜299 人企業 2,112 人），一

般従業員が 10,128 人（300 人以上の企業 6,341 人，

100〜299人企業 3,787人）となっている．

7） 本調査は男女とも管理職を多めに抽出し，特に

女性管理職をより多く抽出した．そこで，管理職割合

を調整するために，以下のように管理職のウェイトを

算出した．まず，企業調査票における管理職者数と総

従業員数に関する調査項目を利用し，各企業における

管理職割合を計算した．具体的には，管理職割合を

「管理職数（管理職数＋一般従業員数）」のように計算

した．男女別管理職の抽出割合に関する情報は，この

管理職割合と労働者票における管理職割合の比率（管

理職の実際割合管理職の抽出割合）を管理職割合復元

ウェイトとした．男性グループでは管理職割合復元ウ

ェイトをそのまま用いる．女性グループに対しては，

各企業における女性と男性の管理職数に関する調査項

目を利用して，管理職における女性の割合（=女性管

理職（男性管理職+女性管理職））を算出し，「管理職

における女性の割合×管理職割合」から女性グループ

における管理職割合復元ウェイトを算出した．

8） 変数設定の詳しい説明に関しては，一橋大学経

済研究所 DP馬・乾・児玉（2017）「管理職における男

女間格差―日本の従業員と企業のマッチングデータ

に基づく実証分析―」を参照されたい．

9） 仕事に対する感想に関する変数については，調

査票の「あなたは，現在の仕事に対してどの様な感想

をお持ちですか」に関する質問項目を利用し，ⅰ 仕

事にやりがいを感じる，ⅱ 仕事を通じて達成感を味

わうことが多い，ⅲ 仕事を通じて自分が成長してい

ると感じる，ⅳ 職場で必要とされていると思う，ⅴ

自分の仕事は会社や部門の業績に貢献している，ⅵ

職場の人間関係は良好である，ⅶ 会社や職場の上

司・同僚のために働くことに誇りを持っている，ⅷ

これからも今の会社で働き続けたいと思う，ⅸ 自分

の持っている能力を十分に発揮できると思う」，の 9

つの質問に対して，「そう思う，ややそう思う」を選

択した場合=1，「どちらともいえない，あまりそう思

わない，そう思わない」と回答した場合=0のように，

9種類のダミー変数を設定した．
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10） 企業調査票における「貴社の生産性は同業

種・同規模の他の企業に比べてどうなっているか」の

質問に対する回答に基づいて，「良い=5」，「やや良い

=4」，「ほぼ同じレベル=3」，「やや悪い=2」，「悪い

=1」のように点数化して変数を設定した．

11） PA 施策と WLB 施策の組み合わせのダミー

変数は以下のように設定した．まず，PA施策スコア

に関しては，企業調査票で，「現在，貴社では，女性

正社員の活躍を促すために以下のような方策を行って

いますか」に関しては，7つの設問項目（ⅰ 女性採用

比率の向上のための措置，ⅱ 特定職務への女性の配

置比率の向上のための措置，ⅲ 女性専用の相談窓口

の設置，ⅳ 管理職の男性や同僚男性に対する啓発，

ⅴ 女性に対するメンターなどの助言者の配置・委嘱，

ⅵ 人事考課基準の明確化，ⅶ 女性の役職者への登用

を促進するための措置）に対して，「現在実施してい

る」と回答した場合=2，「現在は実施していないが，

過去に実施していた」と回答した場合=1，「これまで

実施したことがない」と回答した場合=0のように点

数を付けた．また企業調査票で「貴社では，女性の役

職者への登用などを促進するため，以下のような枠組

みや手法を実施していますか」に関しては，6つの設

問項目（ⅰ PAの方針の明確化，ⅱ PAに関する専任

の部署，あるいは担当者の設置（推進体制の整備），ⅲ

女性の能力発揮についての問題点の調査・分析，ⅳ

女性の能力発揮のための計画の策定，ⅴ 計画に沿っ

て措置の実施状況の公表，ⅵ PAとしての仕事と家

庭の両立支援（法を上回る制度）の整備の利用促進）に

対する回答に基づいて，上記と同じ方法で点数を付け

た．PA施策スコアの合計値は 0〜26となっている．

数値が高いほど PA施策が積極的に実施されているこ

とを意味する．次に，WLB施策スコアに関しては，

企業調査票で，「貴社では，両立支援政策やWLBを

進めるために以下のような方策を実施していますか」

に関して，5つの設問項目（ⅰ 女性の結婚・出産後の

就業継続意欲の向上の推進，ⅱ 育児休業などの両立

支援制度の従業員への周知，ⅲ 従業員の育児に係る

休業や短時間勤務について職場（上司や同僚）の協力の

確保，ⅳ 男性の育児休業取得の推進，ⅴ 企業全体と

しての所定外労働（残業）削減の取り組み）に対して，

「実施している」と回答した場合=1，「実施していな

い」と回答した場合=0のように点数を付けた．また，

「貴社では，両立支援政策やWLBを進めるために以

下のような方策を実施していますか」に関して，5つ

の設問項目（ⅰ女性の結婚・出産後の就業継続意欲の

向上の推進，ⅱ育児休業などの両立支援制度の従業員

への周知，ⅲ従業員の育児に係る休業や短時間勤務に

ついて職場（上司や同僚）の協力の確保，ⅳ男性の育児

休業取得の推進，ⅴ企業全体としての所定外労働（残

業）削減の取り組み）に対する回答に基づいて，上記と

同じ方法で点数を付けた．WLB施策スコアの合計値

は 0〜10となっている．これらのスコアの数値が高い

ほど労働者が勤める企業では，PA施策，WLB施策

が積極的に実施されていることを意味する．また，ス

コアの数値に基づいて，第 1三分位，第 2三分位，第

3三分位の順に「消極型」，「中間型」，「積極型」の 3

種類を分類し，その組み合わせによって，① PA 積

極・WLB積極型，② PA積極・WLB非積極（中間・

消極）型，③ PA 中間・WLB 積極，④ PA 中間・

WLB 中間，⑤ PA 中間・WLB 消極，⑥ PA 消極・

WLB 積極，⑦ PA 消極・WLB 中間，⑧ PA 消極・

WLB消極の 8つのダミー変数を設定した．

12） 管理職調査・一般従業員調査票における「現

在働いている企業の両立支援の取り組みについてどの

ように思われますか」の質問に関しては，4つの回答

選択肢（ⅰ 女性が結婚・出産後もやめることがなく働

ける環境にあると思う，ⅱ 育児休業が取りやすい環

境にあると思う，ⅲ 短時間勤務がとりやすい環境に

あると思う，ⅳ 男性の育児休業取得に積極的である

と思う）を設けている．「1．そう思う，2．ややそう思

う」と回答した場合=1，「3．どちらともいえない，4．

あまりそう思わない，5．そう思わない」と回答した

場合=0のようにそれぞれのダミー変数を設定した．

13） 男女とも，管理職である確率では売上高別の

グループ間の差異が存在する可能性があるが，ここに

売上高の連続変数を用いているため，その差異を考察

できない．売上高別グループダミーを用いる分析は今

後の課題としたい．

14） 大沢・馬（2015）は日本女子大学現代女性キャ

リア研究所が 2011年 11月に実施した「女性の多様な

キャリア開発のための基礎的研究―女性のキャリア支

援と大学の役割についての総合的研究」の個票データ

を用い，高学歴女性の働き方のパターンをみると，初

職を継続している女性と結婚や出産で 1年以上の離職

期間がある女性以外に，1年未満の離転職をしている

女性が相当数いることを指摘している．
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